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答申甲第２７号（諮問甲第４０号事案） 

 

事業者が保有する個人情報の適切な取扱いに関する指針（案） 

 

第１ 指針の趣旨 

   この指針は，個人情報保護条例（平成８年宮城県条例第 27 号。以下「条例」という。）第

41 条第１項の規定に基づいて，事業者が保有する個人情報の保護について自主的に適切な措

置を講じるための具体的な指針として定めるものである。                   

第２ 対象とする個人情報 

 １ この指針における「個人情報」とは，個人に関する情報であって，特定の個人が識別され，

又は識別され得るものをいう。 

 ２ この指針は，個人情報の処理形態のいかんにかかわらず，事業者がその事業活動に伴って

取り扱う個人情報のすべてを対象とする。 

ただし，個人情報のうち特定個人情報（行政手続における特定の個人を識別するための番

号の利用等に関する法律（平成 25 年法律第 27 号）第２条第８項に規定する特定個人情報を

いう。以下同じ。）の保護については，同法その他の関係法令及び当該法令に基づき定められ

た特定個人情報の保護に関する指針等によるものとし，本指針のうち第３から第 10 までの規

定は適用しない。 

第３ 個人情報の利用目的 

 １ 事業者は，個人情報を取り扱うに当たっては，その利用の目的（以下「利用目的」という。）

をできる限り特定すること。 

２ 事業者は，利用目的を変更する場合には，変更前の利用目的と相当の関連性を有すると合

理的に認められる範囲を超えて行わないこと。 

第４ 個人情報の収集 

   事業者は，次の事項に留意して，個人情報を収集すること。 

   ⑴ 利用目的の達成のために必要な範囲内で収集すること。 

   ⑵ 適法かつ公正な手段により収集すること。 

   ⑶ 原則として，収集する個人情報の利用目的を本人に明らかにした上で，本人から直接収

集すること。 

  ⑷ 個人情報を取り扱う事業の遂行のために必要と認められるときを除き，原則として思想，

信条又は信教に関する個人情報及び社会的差別の原因となるおそれのある個人情報を収集

しないこと。 

第５ 個人情報の利用 

   事業者は，あらかじめ本人の同意を得ないで，利用目的の達成に必要な範囲を超えて，個

人情報を取り扱わないこと。ただし，次に掲げる場合については，この限りでない。 

  ⑴ 法令に基づく場合 

  ⑵ 人の生命，身体又は財産の保護のために必要がある場合であって，本人の同意を得るこ

とが困難であるとき。 

  ⑶ 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって，本
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人の同意を得ることが困難であるとき。 

  ⑷ 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行する

ことに対して協力する必要がある場合であって，本人の同意を得ることにより当該事務の

遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。 

第６ 個人情報の提供 

 １ 事業者は，あらかじめ本人の同意を得ないで，個人情報を第三者に提供しないこと。ただ

し，次に掲げる場合については，この限りでない。 

  ⑴ 法令に基づく場合 

⑵ 人の生命，身体又は財産の保護のために必要がある場合であって，本人の同意を得るこ

とが困難であるとき。 

  ⑶ 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって，本

人の同意を得ることが困難であるとき。 

  ⑷ 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行する

ことに対して協力する必要がある場合であって，本人の同意を得ることにより当該事業の

遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。 

２ 事業者は，第三者に提供される個人情報について，本人の求めに応じて当該本人が識別さ

れる個人情報の第三者への提供を停止することとしている場合であって，次に掲げる事項に

ついて，あらかじめ，本人に通知し，又は本人が容易に知り得る状態に置いているときは，

１の規定にかかわらず，当該個人情報を第三者に提供することができる。 

 ⑴ 第三者への提供を利用目的とすること。 

 ⑵ 第三者に提供される個人情報の項目 

 ⑶ 第三者への提供の手段又は方法 

 ⑷ 本人の求めに応じて当該本人が識別される個人情報の第三者への提供を停止すること。 

３ 事業者は，事業者以外のものに個人情報を提供する場合において，必要があると認めると

きは，個人情報の提供を受けるものに対し，当該提供に係る個人情報について，その利用の

目的若しくは方法の制限その他必要な制限を付し，又はその漏えいの防止その他の個人情報

の適正な管理のために必要な措置を講ずることを求めること。 

第７ 個人情報の適正管理 

１ 事業者は，次の事項に留意して，その保有する個人情報を適正に管理すること。 

   ⑴ 個人情報の漏えい，滅失及びき損の防止その他の個人情報の適切な管理のために必要な

措置を講ずること。 

   ⑵ 保有する個人情報は，利用目的の達成に必要な範囲内で正確なものに保つため必要な措

置を講ずること。 

   ⑶ 保有する必要がなくなった個人情報は，速やかに，かつ，確実に消去又は廃棄の措置を

講ずること。 

  ⑷ 事業者は，その従業者に個人情報を取り扱わせるに当たっては，当該個人情報の適切な

管理が図られるよう，当該従業者に対して必要な措置を講ずること。 

   ⑸ 個人情報を取り扱う事業を委託しようとするときは，受託者に対し，個人情報の保護の

ために必要な措置を講ずるよう求めること。 
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２ 事業者の従業者又は従業者であった者は，その業務に関して知り得た個人情報をみだりに

他人に知らせ，又は不当な目的に利用しないこと。 

第８ 個人情報の開示等 

事業者は，特定の個人情報を容易に検索できるように体系的に構成された個人情報のうち，

当該事業者が開示，内容の訂正，追加又は削除，利用の停止，消去及び第三者への提供の停

止（以下「開示等」と総称する。）を行うことのできる権限を有する個人情報（存否が明らか

になることにより公益その他の利益が害される個人情報又は半年以内に消去することとなる

個人情報を除く。以下第８において同じ。）について，本人から自己の個人情報の開示等の対

応を求められたときは，次によること。 

⑴ 本人から自己の個人情報について開示するよう求められたときは，原則として，開示を

行うこと。 

  ⑵ 本人から自己の個人情報について内容の訂正，追加又は削除（以下「訂正等」という。）

するよう求められたときは，原則として，必要な調査を行い，当該訂正等の申出に係る個

人情報が事実と合致していないと認める場合には，当該個人情報の利用目的の達成に必要

な範囲内で，当該個人情報の訂正等を行うこと。 

  ⑶ 本人から自己の個人情報について利用の停止，消去又は第三者への提供の停止（以下「利

用停止等」という。）を求められたときは，原則として，必要な調査を行い，当該利用停止

等の申出に理由があると認める場合には，事業者における個人情報の適正な取扱いを確保

するために必要な限度で，当該利用停止等の申出に係る個人情報の利用停止等を行うこと。 

第９ 苦情の処理 

   事業者は，個人情報の取扱いに関する苦情の適切かつ迅速な処理に努めること。 

第１０ 責任体制の確立 

   事業者は，この指針で示す個人情報の取扱いについて，その責任体制の確立に努めること。 

第１１ 県が出資する法人の特例 

事業者のうち条例第４条第２項の「県が出資する法人のうち実施機関が定めるもの」（以下

「特定法人」という。）に該当する者は，次の事項を内容とした規程を定め，これを明らかに

し，条例第２章及び第３章に定める県の実施機関が行う個人情報の保護に準じた措置を行う

よう努めること。 

  ⑴ 県が行う個人情報の保護施策に準じて，必要な個人情報の保護措置を講ずること。 

⑵ 個人情報を取り扱う事務事業について個人情報取扱業務登録簿を作成し，一般の閲覧に

供すること。 

  ⑶ 個人情報の収集並びに利用及び提供について，県の実施機関に準じた制限を行うこと。

この場合において，例外事項は，特定法人の事業形態に応じて具体的に定めること。 

  ⑷ 個人情報管理者を置き，個人情報の適正な管理を行うこと。 

  ⑸ 開示等を求めることができる個人情報及び開示等の手続については，県の実施機関に準

じて行うこと。 
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